
電子提供措置の開始日：2024年5月30日

第 ４ 期定時株主総会

その他の電子提供措置事項

（交付書面省略事項）

１、連結計算書類の連結株主資本等変動計算書

２、連結計算書類の連結注記表

３、計算書類の株主資本等変動計算書

４、計算書類の個別注記表

上記事項は、法令及び当社定款の規定に基づき、当社ウェブサイト
（https://www.rhythm.co.jp/ir/soukai_info.html）に掲載することに
より、株主の皆様にご提供しております。

リズム株式会社
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連結株主資本等変動計算書
(20232024

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当 期 首 残 高 12,372 7,540 4,584 △278 24,219
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △400 △400
親会社株主に帰属する当期純利益 477 477
自 己 株 式 の 処 分 −
自 己 株 式 の 取 得 △4 △4
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) −

当 期 変 動 額 合 計 − − 77 △4 72
当 期 末 残 高 12,372 7,540 4,662 △283 24,292

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 純 資 産
合 計その他有価証券評価差額金 為替換算調整勘定 退職給付に係る調整累計額 その他の包括利益累計額合計

当 期 首 残 高 839 3,541 272 4,653 28,873
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △400
親会社株主に帰属する当期純利益 477
自 己 株 式 の 処 分 −
自 己 株 式 の 取 得 △4
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 650 1,492 56 2,199 2,199

当 期 変 動 額 合 計 650 1,492 56 2,199 2,272
当 期 末 残 高 1,489 5,034 329 6,853 31,145
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表
(20232024

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで)

【連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等】
１．連結の範囲に関する事項

子会社である、株式会社プリテック・リズムサービス株式会社・リズム開発株式会社・アイ・ネクストジ
ーイー株式会社・リズム翔栄株式会社・RHYTHM U.S.A.,INC.・RHYWACO（H.K.）CO.,LTD.・RHYTHM
INDUSTRIAL（H.K.） LTD. ・RHYTHM PRECISION VIETNAM CO.,LTD.・RHYTHM INDUSTRIAL
（DONG GUAN） LTD. ・KYOSHIN VIETNAM CO.,LTD.・KYOSHIN INDUSTRY ASIA PTE LTD・
RHYTHM KYOSHIN HANOI CO.,LTD.・PT.RHYTHM KYOSHIN INDONESIAの1４社はすべて連結の範
囲に含めております。
当連結会計年度より、当社100％出資子会社として、リズム翔栄株式会社を新規設立し、株式会社翔栄か

らの事業譲受完了に伴い、リズム翔栄株式会社を連結の範囲に含めております。
なお、アイ・ネクストジーイー株式会社は既に解散しておりますが、2024年３月31日時点で清算手続き

を継続中であるため、上記連結子会社の合計数に含めております。
子会社である、SHOEI Electronic Component GmbH・SHOEI U.S.A., Inc.の２社は、総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要
な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
子会社である、SHOEI Electronic Component GmbH・SHOEI U.S.A., Inc.の２社は、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書
類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しており
ます。

３．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの …… 時価法（評価差額については、全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）によっております。

市場価格のない株式等 …… 移動平均法による原価法によっております。
デリバティブ取引 ……… 時価法によっております。
棚 卸 資 産 ……………… 主として先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

で評価しております。
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産 …………… 主として定率法によっております。

ただし、当社及び国内連結子会社については、1998年４月１日以降取得し
た建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物
附属設備及び構築物については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ７〜50年
機械装置及び運搬具 ４〜13年
工具・器具及び備品 ２〜20年

（リース資産以外の
有形固定資産）

有形固定資産 …………… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しておりま
す。

（リース資産）

無形固定資産 …………… 定額法によっております。
ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法によっております。

投資その他
の資産

…………… 主として定率法によっております。
ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額
法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ８〜34年
（3）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金 ……………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。

賞与引当金 ……………… 従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しておりま
す。

役員賞与引当金 ………… 役員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
その他の引当金 ………… 内訳は次のとおりであります。

・製品保証引当金
製品の無償修理費用に備えるため、将来発生する修理費用の見積額を計上

しております。

（4）収益及び費用の計上基準
商品又は製品の販売に係る収益は、主に卸売又は製造等による販売であり、顧客との販売契約に基づ

いて商品又は製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品又は製品を引き渡す一
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時点において、顧客が当該商品又は製品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益
を認識しております。保守サービスに係る収益は、主に商品又は製品の保守であり、顧客との保守契約
に基づいて保守サービスを提供する履行義務を負っております。当該保守契約は、一定の期間にわたり
履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しております。当社グル
ープが代理人として商品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識しております。

（5）その他連結計算書類作成のための重要な事項
（ⅰ）重要な外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。
なお、在外子会社の資産及び負債、収益及び費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は「純資産の部」における為替換算調整勘定に含めております。
（ⅱ）退職給付に係る会計処理の方法

・退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。
・数理計算上の差異の費用処理方法
各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主に11年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
（ⅲ）のれんの償却期間

のれんは10年間で均等償却しております。



6

【会計上の見積りに関する注記】
（繰延税金資産の回収可能性）
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産 57百万円
繰延税金負債 261百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、繰延税金資産について、将来の事業計画に基づいた課税所得によって、回収可能性がある

と判断した範囲において繰延税金資産を計上しております。
繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積もりに依存するため、その見積りの前提とした条件や仮

定に変更が生じ減少した場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を
与える可能性があります。

【連結貸借対照表に関する注記】
１．受取手形及び売掛金 受取手形 153百万円

売掛金 5,357百万円
計 5,511百万円

２．棚卸資産の内訳 商品及び製品 4,120百万円
仕掛品 1,414百万円
原材料及び貯蔵品 2,445百万円
計 7,980百万円

３．有形固定資産の減価償却累計額 21,438百万円
４．投資その他の資産の減価償却累計額 869百万円

【連結損益計算書に関する注記】
（顧客との契約から生じる収益）
売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客

との契約から生じる収益の金額は、「連結注記表【収益認識に関する注記】（１）収益の分解情報」に記載して
おります。
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【連結株主資本等変動計算書に関する注記】
１．当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 8,385,093株
２．配当に関する事項
（1）配当金の支払額

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の
総額

１株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2023年６月21日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 400百万円 48.50円 2023年

３月31日
2023年
６月22日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2024年６月21日開催の定時株主総会において、普通株式の配当に関する事項につき、次のとおり決議を

予定しております。

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の
総額

１株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2024年６月21日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 400百万円 48.50円 2024年

３月31日
2024年
６月21日

【金融商品に関する注記】
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用しております。
受取手形及び売掛金並びに電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を

図っております。また、投資有価証券は株式が主であり、上場株式については定期的に時価の把握を行って
います。
借入金及び社債は、主に投資目的の資金調達であり、固定金利であります。
デリバティブ取引は、将来の為替の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方

針であります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2024年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。また、現金は注
記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、電子記録債権、支払手形及び買掛金・短期借入金並びに１
年内償還予定の社債は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しておりま
す。

（単位：百万円）
連結貸借対照表

計上額 時価 差額

（1）有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 2,581 2,581 −
（2）長期借入金（一年内返済予定を含む） 3,061 3,044 △16
（3）社債 2,500 2,478 △21

（4）デリバティブ取引 ※１
（ヘッジ会計が適用されていないもの） 0 0 ―

※１ デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる
項目については、（ ）で表示しております。

（注）市場価格のない株式 （単位：百万円）

区分 連結貸借対照表
計上額

非上場株式 823
非上場株式については「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号

2020年３月31日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳に関する事項
金融商品の時価は、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した

時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
（１）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産

時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

その他有価証券 2,581 ― ― 2,581

デリバティブ取引 ― 0 ― 0

合計 2,581 ― ― 2,581

（２）金融負債及び時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 ― 3,044 ― 3,044

社債 ― 2,478 ― 2,478

合計 ― 5,522 ― 5,522
（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価

をレベル１の時価に分類しております。
デリバティブ取引
取引金融機関から提示された相場価格を用いて評価しており、その時価をレベル２の時価に分類しており

ます。
長期借入金・社債
これらの時価は、元利金の合計額と当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価

値法により算定しており、その時価をレベル２の時価に分類しております。
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【賃貸等不動産に関する注記】
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループは、埼玉県、栃木県、長野県及びその他地域において、賃貸用の土地建物を有しておりま
す。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項

連結貸借対照表計上額（百万円） 時価（百万円）
802 2,949

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額でありま

す。

【１株当たり情報に関する注記】
１．１株当たり純資産額 3,772円88銭
２．１株当たり当期純利益 57円86銭

【重要な後発事象に関する注記】
該当事項はありません。
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【収益認識に関する注記】
(1）収益の分解情報
当社グループは、精密金型・精密部品等のＢｔｏＢ製品を扱う「精密部品事業」、クロック・防災行政ラジ

オ・加湿器・ＵＳＢファン等のＢｔｏＣ製品を扱う「生活用品事業」を主な事業領域としています。
以下の表では、精密部品事業及び生活用品事業の顧客との契約から生じた収益を地域別に分解しておりま

す。

（単位：百万円）

地域

顧客との契約から生じた収益

報告セグメント

その他 合計精密部品事業
の売上高

生活用品事業
の売上高

日本 9,279 5,330 401 15,011

ベトナム 9,089 − − 9,089

インドネシア 3,511 − − 3,511

その他 3,292 1,697 − 4,990

合計 25,173 7,027 401 32,602
（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流事業等を含んでおります。

(2）収益を理解するための基礎となる情報
「会計方針に関する事項」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3）当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報

顧客との契約から生じた契約負債の残高は以下のとおりであります。
（単位：百万円）

2023年4月1日 2024年3月31日
契約負債 92 89

①契約負債は主として、顧客との販売契約に基づいて商品又は製品を引き渡す履行義務に対し、顧客から受け
取った前受対価であり、当連結会計年度中に契約残高の重要な変動はありません。当連結会計年度に認識し
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た収益の額のうち期首時点の契約負債残高に含まれていた金額に重要性はありません。また、当連結会計年
度において、過去の期間に充足した履行義務から認識した収益の額に重要なものはありません。

②残存履行義務に配分した取引価格
個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、残存履行義務に関する
情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重
要な金額はありません。

【その他の注記】
（減損損失）
当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

（1）減損損失を認識した資産グループの概要
（単位：百万円）

会社名 場所 用途 種類 減損損失

リズム株式会社
日本

（埼玉県）
事業用資産

ソフトウェア資産
（建設仮勘定） 285

建設仮勘定 130

金型 12

その他 2

RHYTHM
INDUSTRIAL(DONG

GUAN)LTD.

中国

（広東省）
事業用資産 リース資産

（工場の賃貸契約） 316

（2）グルーピングの方法
原則として報告セグメントを基礎とした各社の事業単位でグルーピングを行っており、賃貸用不動産及び
遊休資産については、個別の物件を単位としてグルーピングを行っております。また、本社用資産について
は独立してキャッシュ・フローを生み出さないことから、共用資産としております。

（3）減損損失を認識するに至った経緯
当社グループの生活用品事業において、継続的に営業損失を計上しているため、今後の見通しを検討した
結果、将来キャッシュ・フローの回収が見込めないことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減
少額を減損損失として特別損失に計上しております。
なお、回収可能価額の算定に当たり、将来キャッシュ・フローに基づく使用価値を見積もった結果、現時
点においてはマイナスであるため、使用価値を零として評価しております。
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また、割引前将来キャッシュ・フローがマイナスであるため、割引率の記載を省略しております。

ソフトウェア資産（建設仮勘定）につきましては、当社においてシステム開発計画の変更によって今後の
利用が見込めなくなったため減損損失を計上しております。

(企業結合等関係)
(連結子会社による事業譲受）
当社は、2023年６月26日開催の取締役会において、当社100％出資子会社として連結子会社「リズム翔栄

株式会社」を新たに設立し、株式会社翔栄より、同社が運営するタッチパネル、車載用各種ミラー及び関連製
品の開発・製造・販売する事業を譲り受け、新たな事業を開始することを決議し、同日付で株式会社翔栄と子
会社リズム翔栄株式会社との間で事業譲渡契約を締結しました。その後、2023年９月１日付で事業譲受を完
了いたしました。

１ 企業結合の概要
（１）相手企業の名称及びその事業の内容

相手企業の名称 株式会社翔栄
事業の内容 タッチパネル、車載用各種ミラー及び関連製品の開発・製造・販売

（２）企業結合を行った主な理由
当社グループは、長期ビジョンの実現に向け、2023年３月期〜2025年３月期まで３ヵ年の中期経営計画

を実行しており、成長ドライバーである精密部品事業においては、「車載」「海外」を戦略のキーとし、事業
の成長加速へ取組中であります。
このような状況下、この度、株式会社翔栄の車載関連事業を承継し、当社100％子会社として新会社を設

立することを決定いたしました。株式会社翔栄は、「物づくりを通じ社会へ貢献」、「２年先のスタンダード
を、いま提供」を企業理念に掲げ、車載向けを中心とした総合タッチパネルメーカーとして1982年の創業
以来飛躍的な成長を遂げてきました。脱炭素化や技術革新の流れを受け、100年に一度の大変革期と言われ
る自動車業界において、先端技術と先取りのこころで、ヘッドアップディスプレイをはじめ今後更に成長が
見込まれる先進運転支援システムやコネクテッド機能関連など新たな市場に向けた新製品開発にも積極果敢
に挑戦をしております。
当該事業譲受により、車載関連分野での売上・利益の拡大加速、製品領域の拡大を図ることは、当社グル

ープの企業価値向上に資するものと判断しております。なお、譲受対象資産には、株式会社翔栄の保有する
子会社株式（SHOEI U.S.A.,Inc.、SHOEI Electronic Component GmbH）を含んでおり、ドイツ、米国
両拠点の事業運営は引き続き継続いたします。両拠点を活用し、欧州・米国メガサプライヤ―に対し当社製
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品の新規採用に向けた営業活動を推し進め、グループ全体での取引拡大により、株式会社翔栄がこれまで築
き上げてきた取引先との信頼関係を更に強固なものにしてまいります。また技術・製造面でも株式会社翔栄
の持つ人材、ノウハウ、設備等を承継し、当社グループのもの造り力との融合、シナジー発揮により、当社
グループの中長期的、持続的成長を実現してまいります。

（３）企業結合日
2023年９月１日

（４）企業結合の法的形式
現金を対価とする事業譲受

（５）結合後企業の名称
リズム翔栄株式会社

２ 連結計算書類に含まれている取得した事業の業績の期間
2023年９月１日から202４年３月31日まで

３ 取得した事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 ７億４百万円

取得原価 ７億４百万円

４ 発生した負ののれんの金額、発生原因
（１）発生した負ののれんの金額

２億99百万円

（２）発生原因
被取得企業の企業結合時の時価純資産が取得原価を上回ったため、その差額を負ののれん発生益として認

識しております。
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株主資本等変動計算書
(20232024

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合 計資 本

準備金
その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

その他
利 益
剰余金

利 益
剰余金
合 計繰越利益

剰 余 金
当 期 首 残 高 12,372 3,419 4,165 7,584 1,207 1,207 △278 20,886
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △400 △400 △400
当 期 純 利 益 584 584 584
自 己 株 式 の 処 分
自 己 株 式 の 取 得 △4 △4
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 − − − − 183 183 △4 178
当 期 末 残 高 12,372 3,419 4,165 7,584 1,391 1,391 △283 21,065

評 価 ・ 換 算 差 額 等 純 資 産 合 計その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計
当 期 首 残 高 843 843 21,729
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △400
当 期 純 利 益 584
自 己 株 式 の 処 分 −
自 己 株 式 の 取 得 △4
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 644 644 644

当 期 変 動 額 合 計 644 644 823
当 期 末 残 高 1,488 1,488 22,553
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
(20232024

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで)

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】
１．資産の評価基準及び評価方法

有価証券
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの …………… 時価法（評価差額については全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）によっております。
市場価格のない株式等 …………… 移動平均法による原価法によっております。

子会社及び関連会社株式 … 移動平均法による原価法によっております。
デリバティブ取引 …………… 時価法によっております。
棚 卸 資 産 …………………… 先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）で評価

しております。
２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 ………………… 定率法によっております。
ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並び
に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、
定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 7〜50年
機械装置及び運搬具 5〜13年
工具・器具及び備品 2〜20年

無形固定資産 ………………… 定額法によっております。
ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能
期間（５年）に基づく定額法によっております。

投資その他の資産 ………………… 定率法によっております。
ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並び
に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、
定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 8〜34年
工具・器具及び備品 2〜10年
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３．引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金 ……………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しております。

退職給付引当金 ……………… ・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。

①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっております。
②数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（主に11年）による定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理しております。
・未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表
と異なります。

賞与引当金 ……………… 従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しておりま
す。

役員賞与引当金 ……………… 役員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しておりま
す。

その他の引当金 ……………… 内訳は次のとおりであります。
・製品保証引当金
製品の無償修理費用に備えるため、将来発生する修理費用の見積額を計

上しております。
４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。

５．収益及び費用の計上基準
商品又は製品の販売に係る収益は、主に卸売又は製造等による販売であり、顧客との販売契約に基づいて

商品又は製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品又は製品を引き渡す一時点にお
いて、顧客が当該商品又は製品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識してお
ります。保守サービスに係る収益は、主に商品又は製品の保守であり、顧客との保守契約に基づいて保守サ
ービスを提供する履行義務を負っております。当該保守契約は、一定の期間にわたり履行義務を充足する取
引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しております。当社グループが代理人として商品の
販売に関与している場合には、純額で収益を認識しております。
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【会計上の見積りに関する注記】
（繰延税金資産の回収可能性）
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産 86百万円
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結計算書類「連結注記表【会計上の見積りに関する注記】（繰延税金資産の回収可能性）」に記載した内容
と同一であります。

【貸借対照表に関する注記】
１．関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 2,942百万円
長期金銭債権 1,034百万円
短期金銭債務 461百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 11,324百万円
３．投資その他の資産の減価償却累計額 869百万円

【損益計算書に関する注記】
関係会社との取引高

売上高 987百万円
仕入高 4,125百万円
その他の営業費用 487百万円
営業取引以外の取引高 1,266百万円
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【株主資本等変動計算書に関する注記】
当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 129,913株

【税効果会計に関する注記】
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
賞与引当金 90 百万円
退職給付引当金 △26
棚卸資産評価損 166
固定資産処分損 3
未払事業税 11
貸倒引当金 94
投資有価証券評価損 689
関係会社株式評価損 486
関係会社株式譲渡損 144
関係会社債権償却損 190
資産除去債務 31
減損損失 192
減価償却費 12
返金負債 14
税務上の繰越欠損金 734
その他 51

繰延税金資産小計 2,887
税務上の繰越欠損に係る評価性引当額 △679
将来一時差異等の合計に係る評価性引当額 △1,975
評価性引当額小計 △2,654
繰延税金資産合計 232
(繰延税金負債)
その他有価証券評価差額金 144
返品資産 2

繰延税金負債合計 146
繰延税金資産の純額 86
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(注)税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額
当事業年度(2024年3月31日) (単位:百万円)

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超 合計

税務上の繰越欠損金
(a) ― ― ― ― ― 734 734

評価性引当額 ― ― ― ― ― △679 △679

繰延税金資産 ― ― ― ― ― 54 (b)54
(a)税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた金額であります。
(b)税務上の繰越欠損金734百万円(法定実効税率を乗じた金額)について、繰延税金資産54百万円を計上してお
ります。当該税務上の繰越欠損金については、将来の課税所得の見込み等により、回収可能と判断した部分
については評価性引当額を認識しておりません。
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【関連当事者との取引に関する注記】
子会社等

属性 会社名 住所 資本金 事業の内容
議決権等
の所有

（被所有）
割合（％）

関係内容
取引の内容

取引金額
（百万円）
（注4）

科目
期末残高
（百万円）
（注3,4）役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
RHYTHM
INDUSTRIAL
（H.K.）LTD.

中 国
香 港
九 龍

22,000
千HK$

当社製品
の製造販
売

直接
100.0 １名 当社の

仕入先
原材料等の
仕入(注2） 2,385 買掛金 232

子会社 RHYTHM
INDUSTRIAL(DONGGUAN)LTD.

中 国
東 莞

92,600
千中国元

当社製品
の製造販
売

直接
100.0

２名 当社の
仕入先

資金の貸付
（注1）

資金の返済

利息の受取

557

―

25

短期貸付金

未収利息

1,059

―

子会社 リズムサービ
ス株式会社

茨城県
筑西市

50
百万円

当社のク
ロックの
修理及び
製 品 管
理・物流
業務受託

直接
100.0 １名

当社の
時計の
修 理、
製品管
理

資金の貸付
（注1）

資金の返済

利息の受取

835

167

８

短期貸付金

長期貸付金

未収利息

106

999

―

子会社 リズム翔栄株
式会社

群馬県
伊勢崎市

100
百万円

タッチパ
ネルの製
造販売

直接
100.0 ２名 ―

資金の貸付
（注1）

資金の返済

利息の受取

1,400

100

4

短期貸付金

長期貸付金

未収利息

1,300

―

0

（注）1.市場金利等を勘案して利率を合理的に決定しております。
2.取引価格については、市場価格等を参考に決定しております。
3.期末残高は、外貨建金銭債権債務の場合、期末日の直物為替相場により円貨に換算した金額で表示して
おります。
4.取引金額・海外子会社の期末残高には消費税等を含めておりません。
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【収益認識に関する注記】
収益を理解するための基礎となる情報
連結注記表と同一であります。

【１株当たり情報に関する注記】
１．１株当たり純資産額 2,732円04銭
２．１株当たり当期純利益 70円74銭

【重要な後発事象に関する注記】
該当事項はありません。

【その他の注記】
減損損失
当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

（1）減損損失を認識した資産グループの概要
（単位：百万円）

会社名 場所 用途 種類 減損損失

リズム株式会社
日本

（埼玉県）
事業用資産

ソフトウェア資産
（建設仮勘定） 285

建設仮勘定 130

金型 12

その他 2

（2）グルーピングの方法
原則として報告セグメントを基礎とした各社の事業単位でグルーピングを行っており、賃貸用不動産及び
遊休資産については、個別の物件を単位としてグルーピングを行っております。また、本社用資産について
は独立してキャッシュ・フローを生み出さないことから、共用資産としております。

（3）減損損失を認識するに至った経緯
当社の生活用品事業において、継続的に営業損失を計上しているため、今後の見通しを検討した結果、将
来キャッシュ・フローの回収が見込めないことから、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損
損失として特別損失に計上しております。
なお、回収可能価額の算定に当たり、将来キャッシュ・フローに基づく使用価値を見積もった結果、現時
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点においてはマイナスであるため、使用価値を零として評価しております。
また、割引前将来キャッシュ・フローがマイナスであるため、割引率の記載を省略しております。

ソフトウェア資産（建設仮勘定）につきましては、当社においてシステム開発計画の変更によって今後の
利用が見込めなくなったため減損損失を計上しております。


